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第213回中央委員会にて2026年春季闘争方針を決定!!

統一要求提出日です。

本日（2月24日）は、全電線

第1回統一交渉日

第2回統一交渉日

3月 3 日（火）

3月10日（火）

闘
争
日
程

3月18日（水）
19日（木）
〃
20日（金）

Aブロック単組
BCブロック中戦単組
BCブロック単組

〃

回
答
指
定
日

2026年春季闘争
全電線に結集する組合員の皆さん、おはようございます。



2026年春季闘争の取り組み

各単組は、上記内容に基づき、要求を提出します。

●雇用の維持・確保
○雇用の維持・確保を最優先すべき最大の課題と位置づけ、雇用の安定に向けて、継続的な取り組みを推進する。

●賃金
○全ての単組において、「定期昇給をはじめとする賃金構造維持分の確保」を図ったうえで、15,000円以上の賃金改
善に取り組む。
○「電線産業にふさわしい賃金水準」の自らめざすべき賃金水準の実現に向けて、計画的な引き上げに取り組む。
また、格差の拡大に歯止めをかけるべく、賃金水準を重視し、積極的な賃金の底上げ・格差是正の前進に取り組む。
○初任給については、人材の確保・定着の観点から、18歳高卒正規入社初任給に取り組む。
○初任給など若年層への配分が大きくなる一方、中高年層への配分を相対的に抑制するなどの課題が見られる場合
は、改善に向けて労使で協議することとする。

○企業内最低賃金については、18歳の位置づけで214,000円以上の早期実現に向け、計画的な引き上げに取り組む。

●年間一時金
○「生活保障部分（固定部分）」と「成果反映部分（変動部分）」を併せて5ヵ月以上とし、産別ミニマム基準は平均原資
年間4ヵ月とする。

●退職金
○現行水準が低位にある単組は、格差の実態を踏まえ、単組の主体的判断のもと、格差是正に取り組む。

●労働諸条件および働く環境の改善
（1）ワーク・ライフ・バランスの実現 （2）60歳以降の労働環境
（3）組合員と雇用形態の異なる労働者の対応 （4）男女共同参画の推進

●生活環境の改善と産業政策の実現
○連合・JCMへの展開や電線経連・電線工業会、各省庁、協力議員などへの申し入れや意見交換を行いながら幅広い
取り組みを推進する。
○付加価値の適正循環の実現に向けては、サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配に向けて、「適切
な価格転嫁」「適正取引」の取り組みを推進する。
○「人権デュー・ディリジェンス」については、労使委員会等を設置し、プロセスへの参画に向けて、通年で取り組む。

「生活の安心・安定をめざす」ための『総合生活改善闘争』との
位置づけのもと取り組みます。

全電線 政策協定締結議員からのメッセージ
参議院議員 平戸 航太〔国民民主党〕

2026年春闘に向け、国政として
賃上げが実現できる環境が構築
できるよう、現場で奮闘される皆さ
まの取り組みを力強く後押しして
参ります。
そして、物価高が続くなか、働く仲間
の生活を守るため、手取りを増やす
取り組みを着実に進めて参ります。
ともに頑張りましょう。

連合 2.5闘争開始宣言中央集会

JCM 闘争推進集会


